
	（様式第2-3号）
令３.３.30改

　　　
参加資格審査申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　　神　戸　市　長　　あて

　　　　　　　　　　　　所　 在　 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　代 表 者又は
　　　　　　　　　　　　受 任 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　下記事業に係る募集公告に参加したいので，指定の書類を添えて申請します。なお，
この申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記

　１　公告の日付　　　令和　６年　９月　６日付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　２　事業名　　　税関前歩道橋リニューアル事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　３　連　絡　先　　　所　属
　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　電　話
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




	資本関係・人的関係調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　神　戸　市　長　 あて
　　　　　　　　　　　　所　 在　 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　商号または名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代 表 者または
　　　　　　　　　　　　受 任 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
参加申請日現在における，資本関係・人的関係は次のとおり相違ありません。
　　　　　【*1】

	資本関係（自社の会社法上の親会社等の状況）

	
	①　親会社等【*3】の有無
（複数社ある場合は，全て記入）
	有　・　無　

	
	親会社等の名称

	

	
	
	

	
	②　子会社等【*4】の有無
（複数社ある場合は，全て記入）
	有　・　無

	
	子会社等の名称
	

	
	
	　　　　　　　　

	
	③　①に記載した親会社等の他の子会社等（自社を除く）
（複数社ある場合は，全て記入）
	有　・　無

	
	他の子会社等の名称
	

	
	
	

	人的関係（自社役員等【*2】の兼任状況）

	
	自社役員等の役職及び氏名
（複数者いる場合は全て記入）
	左記役員等の，他社に
おける役員等兼任の有無
（有の場合は右の欄も記入）
	役員等を兼任している会社の商号または
名称，及び兼任している会社における役職
（複数ある場合は全て記入）

	
	
	有　・　無
	

	
	
	有　・　無
	

	
	
	有　・　無
	


【*1】参加形態が単独企業の場合は当該会社について記入。共同企業体の場合は当該共同企業体の構成企業（代表者を含む）ごとに調書を作成する。（様式第2-4号）
令３.３.30改



【*2】神戸市工事請負事後審査型制限付一般競争入札実施要領（平成20年８月29日行財政局長決定）様式第２号の３）中「ｓ-7その他(1)イ人的関係」に規定する役員及び管財人をいう。また，個人の場合は代表者をさす。
【*3】会社法第２条第４号の２に規定する親会社等をいう。
【*4】会社法第２条第３号の２に規定する子会社等をいう。
	施 工 実 績 調 書（様式第2-5号）
平20.４.１改

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　神　戸　市　長　 あて
　　　　　　　　　　　　所　 在　 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代 表 者又は
　　　　　　　　　　　　受 任 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　次のとおり，募集要項に明示された工事を施工しておりますので，その内容が
確認できる書類とともに届け出ます。

	工 事 名
	
	工 事 名
	

	発 注 者
	
	発 注 者
	

	工事場所
	
	工事場所
	

	請負金額
	
	請負金額
	

	工　　期
	
	工　　期
	

	施工した
構成員(*)
	
	施工した
構成員(*)
	

	受注形態
	単体・共同企業体(出資比率　　 ％)
	受注形態
	単体・共同企業体(出資比率　　 ％)

	施工内容等
	施工内容等

	
	


募集公告に参加する者に必要な資格として求めている施工実績が１種類の場合は，１件記入するのみでよい。
 (*) 共同企業体で参加申請をする場合で，施工実績が一部構成員のものである場合にのみ記入。
	配置予定技術者届（様式第2-6号）
令３.３.30改

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　神　戸　市　長　 あて
　　　　　　　　　　　　所　 在　 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代 表 者又は
　　　　　　　　　　　　受 任 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　本事業に配置予定の主任技術者または監理技術者(補佐)として次のとおり届け出ます。

	ふりがな
氏　　名
	
	　　　　年　　月　　日　生

	
	
	

	所属会社名
	
	　　　　年　　月　　日 入社

	法令等による
資格・免許
	
	　　　　年　　月　　日 取得

	監理技術者資格者証
交付番号
	　　　　　　　　　　　　　　 監理技術者資格者証を
　　　　　　　　　　　　　　 有する場合のみ記入
	【特例監理技術者を配置する場合】
□別に監理技術者補佐を設置
□監理技術者補佐として設置
※次頁の「特例監理技術者の配置を予定している場合の確認事項」全てに記入すること。

	申請時において従事
している他の工事の
有無

(有の場合は以下の欄も記入)
	有　・　無
	施 工 経 歴
募集に参加する者に必要な資格として，配置予定
技術者に施工経歴を必要としている場合のみ記入

	
	
	工 事 名
	

	工 事 名
	
	発 注 者
	

	発 注 者
	
	工事場所
	

	工　　期
	
	請負金額
	

	従事役職　　 ・　　 ・　　 ・

	　監理　 主任　 現場　　その他
 技術者 技術者 代理人 (　　　　 )
	工　　期
	

	ＣＯＲＩＮＳ登録番号　　 ・　　 ・　　 ・

（登録している場合のみ記入）
	
	従事役職
	　監理　 主任　 現場　　その他
 技術者 技術者 代理人 (　　　　 )

	本工事と重複しないための対応措置
	受注形態
	単体・共同企業体(出資比率　　 ％)

	

	
	

	
	施工内容等

	
	



特例監理技術者の配置を予定している場合の確認事項
	□
	特例監理技術者の配置を予定している

	□
	（１）建設業法第26条第３項ただし書による監理技術者の職務を補佐する者を専任で配置すること。

	□
	（４）同一の特例監理技術者が配置できる工事は，本工事を含め同時に２件までとする。

	□
	（５）特例監理技術者が兼務できる工事は神戸市域内の工事でなければならない。

	□
	上記項目を全て満たしている。


※レ又は■を記載すること


【価格交渉成立後，見積り合せで合意に至った場合に提出が必要な書類】
（１）建設業法第26条第３項ただし書による監理技術者の職務を補佐する者（以下，「監理技術
者補佐」という。）を専任で配置すること。
⇒監理技術者補佐の資格を有する書類（一級施工管理技士等の国家資格者などの合格証など）
（２）監理技術者補佐は，一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者，学歴や実務
経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお，監理技術者補佐の建設業法第２
７条の規定に基づく技術検定種目は，特例監理技術者に求める技術検定種目と同じであるこ
と。
⇒（１）の提出書類に同じ
（３）監理技術者補佐は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。
⇒監理技術者補佐の直接的かつ恒常的な雇用関係を証明する書類
（４）同一の特例監理技術者が配置できる工事の数は，本工事を含め同時に２件までとする。
⇒特例監理技術者が兼務する工事のＣＯＲＩＮＳの写し等
（５）特例監理技術者が兼務できる工事は神戸市域内の工事でなければならない。
⇒（４）の提出書類に同じ
（６）特例監理技術者は，施工における主要な会議への参加，現場の巡回及び主要な工程の立会等
の職務を適正に遂行すること。
（７）特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。
（８）監理技術者補佐が担う業務等について，明らかにすること。
⇒（６）～（８）について記載した業務分担，連絡体制等を記載した書類（施工計画書等）








	設計業務実績調書（様式第2-7号）
平20.４.１改

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　神　戸　市　長　 あて
　　　　　　　　　　　　所　 在　 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代 表 者又は
　　　　　　　　　　　　受 任 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

次のとおり，募集公告に明示された業務の完成実績がありますので，その内容が確認できる書類とともに届け出ます。


	業 務 名
	
	業 務 名
	

	発 注 者
	
	発 注 者
	

	位　置
	
	位　置
	

	契約金額
	
	契約金額
	

	履行期間
	
	履行期間
	

	履行した
設計構成企業等
	
	履行した
設計構成企業等
	

	業務内容等
	業務内容等

	
	


設計に係る構成企業，又は設計受託者の業務実績を記入すること。
入札に参加する者に必要な資格として求めている業務実績が１種類の場合は，１件記入するのみでよい。
（様式第2-8号）



	配置予定設計技術者届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　神　戸　市　長　 あて
　　　　　　　　　　　　所　 在　 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　商号または名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代 表 者または
　　　　　　　　　　　　受 任 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　本事業に配置予定の設計に係る管理技術者，照査技術者及び建築技術者（一級建築士の資格を保有する者）として次のとおり届け出ます。

	管理技術者【*1】
	ふりがな
氏　　名
	
	　　　　年　　月　　日　生

	
	
	
	

	
	所属会社名
	
	　　　　年　　月　　日 入社

	
	最終学歴
	
	　　　　年　　月　 　　卒業

	
	資格・免許
	
	　　　　年　　月　　日 取得

　　　　年　　月　　日 取得

	照査技術者【*2】
	ふりがな
氏　　名
	
	　　　　年　　月　　日　生

	
	
	
	

	
	所属会社名
	
	　　　　年　　月　　日 入社

	
	最終学歴
	
	　　　　年　　月　 　　卒業

	
	資格・免許
	
	　　　　年　　月　　日 取得

　　　　年　　月　　日 取得

	建築技術者【*3】
	ふりがな
氏　　名
	
	　　　　年　　月　　日　生

	
	
	
	

	
	所属会社名
	
	　　　　年　　月　　日 入社

	
	最終学歴
	
	　　　　年　　月　 　　卒業

	
	資格・免許
	
	　　　　年　　月　　日 取得

　　　　年　　月　　日 取得


【*1*2】設計を施工者自ら行う場合，又は建設コンサルタントに設計の一部を委託する場合には，土木工事を担当する構成企業が配置すること。また，設計を構成企業が行う場合には，設計構成企業が配置すること。
【*3】設計を施工者自ら行う場合，又は建設コンサルタントに設計の一部を委託する場合には，建築工事を担当する構成企業が配置すること。また，設計を構成企業が行う場合には，設計構成企業が配置すること。
資格等を証明する書類（資格者証の写し等）を添付すること




（様式第2-9号）
平20.４.１改


	設計業務役割分担調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　神　戸　市　長　 あて
　　　　　　　　　　　　所　 在　 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代 表 者又は
　　　　　　　　　　　　受 任 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


本事業に関する設計業務を行うに当たり，設計業務の役割分担を次のとおり届出いたします。

	設計業務の実施体制（下記①～③より該当する実施体制を記載すること）
①設計を自ら行う予定の場合［実施方針2.4(3)1)a)］
②設計を設計受託者に委託する予定の場合［実施方針2.4(3)1)b)］
③本工事に関する設計を構成企業（建設コンサルタント）が行う場合［実施方針2.4(3)1)c)］

	

	項　目
	構成企業
	建設コンサルタントに
設計の一部委託する内容*2

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	－

	設計業務の役割分担の概要*1

	


*1 設計業務の役割分担の概要の記載方法としては，業務執行体制，業務分担内容等を記載し，様式第2-8号と整合が図れたものとすること。
*2 設計業務の実施体制が「②設計を設計受託者に委託する予定の場合」の場合に記載すること。

